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Ⅰ 後期事業計画の基本方針 
 

１ 事業計画の目的 

  本市では、男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを総合的かつ計画的に推進するた

めに、男女共同参画社会基本法に基づくとともに、茅ヶ崎市総合計画の個別プランとして

「第２次ちがさき男女共同参画推進プラン」（平成 28 年度～平成 32 年度）（以下「プラン」

と言います）を策定しました。 

  本事業計画は、プランで定めた基本理念、基本目標及び各基本目標に位置づけた目標を

総合的かつ計画的に推進するために、プランの計画期間の後期３年間において取り組むべ

き事業を位置づけ、プランの着実な推進を図ることを目的として策定するものです。 

 

２ 事業計画の位置づけ 

  プランは、基本理念のもと５つの基本目標と各基本目標に位置づけた 13 の目標から構成

されています。また、各目標にはそれぞれ必要な取り組みの方向性が示されています。 

  本事業計画はこの 13 の目標における取り組みの方向性に即して、今後３年間で取り組む

べき具体的な事業内容を示すものです。 

 

＜プランと事業計画の関係＞ 
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３ プランの目標体系図 
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基本理念 

基本目標 

基本目標３  配偶者等に対する暴力の根絶 
【茅ヶ崎市DV対策基本計画】 

暴力の根絶に向け、あらゆる暴力は重大な人権侵害であり、決し

て許されるものではないとの認識を広げ、暴力の根絶に向け、意識

啓発を推進します。 

また、被害者の保護・支援のため、相談体制の充実を図り、自立

のための支援体制の整備を進めます。 

基本目標５  男女が共に参画するまちづくりの推進 

様々な施策に男女共同参画の視点が入り、多様なニーズや意見

が反映されるよう、政策などの意思決定過程に男女が参画する機会

が確保されることが必要です。職場や地域など、あらゆる分野の意思

決定過程や、防災・防犯などの新たな取り組みを必要とする分野に

おいて、男女が共に参画することを推進します。 

 

基本目標１  男女共同参画の意識啓発の推進 
あらゆる分野で男女が平等に活躍する社会の実現に向け、市民

一人ひとりが、男女平等や男女共同参画を身近な問題として捉える

ことができるよう、様々な機会を提供するとともに、従来の固定的な

性別役割分担意識にとらわれない意識づくりを推進します。 

また、すべての人が男女共同参画の視点をもって情報を自ら取

捨選択し、受・発信できるように意識啓発に努めます。 

男女共同参画社会の推進が、国際社会における取り組みと密接

な関係があることから、国際連携及び協力を推進します。 

基本目標２  仕事と生活の両立ができる環境整備の促進 

男女がともに、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発・趣味・仕

事など様々な活動について、自ら希望するバランスで展開することが

できるように仕事と家庭の両立を支援します。 

また、家事・育児・介護といった家庭における責任を男女がともに

担うことができるための取り組みを支援します。 

基本目標４  生涯を通じた健康づくりと福祉の充実 

性や健康に関する理解の促進を図り、心身の健康の維持増進を

支援します。 

男女共同参画の視点から、高齢者、障害者及び外国人等をはじ

めとしてあらゆる市民が住み慣れた地域で安心して生活できるような

体制づくりを推進します。 
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１ 男女共同参画についての理解を促進する 
１ 男 女 共 同参画推進 のための広 報 ・啓 発  

２ 学 校 教 育 や社会教育 の場 での啓発  

３ 職 員 の理 解が深 まる研 修機会 の提供  

２ 平和の尊さを啓発する事業と国際連携及

び協力を推進する 

１ 男 女 共 同参画に関 する国 内外 の情報 の提供  

２ 平 和 事 業 や国際連携及び協力 の推進  

３ 国 際 理 解 ・異 文 化理解 を深 める機 会 の充実  

５ 子育て、介護がしやすい環境をつくる １ 子育て、介護をする人が働きやすい環境づくり 

２ 子育て、介護の支援の充実 

６ 男性の家庭生活や地域生活への参画を

進める 

１ 男性の家庭生活への参画の推進  

２ 男性の参画が少ない分野における男女共同参画の推進  

７ 暴力根絶のための意識啓発を推進する 
１ 若年層への暴力防止に向けた予防啓発  

２ 暴力防止のための法律や制度の理解の促進 

８ 暴力に関する相談体制の充実を図る 
１ 相談体制の整備・充実  

２ 関係機関との連携強化  

９ 暴力被害者の保護・支援体制を確立する 
１ 被 害 者 の安全確保 ・緊 急 避難体制 の確保  

２ 被 害 者 の自立支援  

10 女性の生涯にわたる健康を支援する 
１ 女性が自分のからだのことを自分で決める権利の確立  

２ 健康に配慮しライフステージに応じた支援策の充実  

11 様々な困難を抱える人々が安心して暮ら

せる環境を整備する 

１ 高齢者、障害者及び外国人等が安心して暮らせる環境づくり 

２ ひとり親 家 庭 への支援 の充実  

３ 様々な困難を抱える人々の生活を支えるセーフティネットの充実 

 

１ メディア・リテラシーに関する学習機会の充実  

２ 人権尊重のための意識啓発  ３ 人権尊重に対する理解を促進する 

目 標 取り組みの方向性 

４ 働きやすい環境をつくる 
１ ワーク・ライフ・バランス実 現のための支援  

２ 多様なニーズに対応した就労支援 

３ 職 場 における男 女共同参画 の推進  

12 政策・方針決定過程の場に女性の参画

を増やす 

１ 性 別 に偏 らない意 思決定 の場 の実現  

２ 女 性 の参 画 を進 める環 境づくり  

 

13 地域における男女共同参画を推進する 
１ 地 域 活 動 における男 女共同参画 の促進  

２ 産 業 、防 災などの分 野 における男 女共同参画 の推進  

ｐ31 

ｐ16 

ｐ19 

ｐ23 

ｐ34 

ｐ37 
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ｐ54 

ｐ14 
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４ 事業計画の計画期間 

  本事業計画は、平成 30 年度から平成 32 年度までの３年間を計画期間とし、必要に応じ

て見直しを行います。 

 

 
年  度 

 

平成
23 

平成
24 

平成
25 

平成
26 

平成
27 

平成
28 

平成
29 

平成
30 

平成
31 

平成
32 

計画名 

茅ヶ崎市総合計画 

ちがさき男女共同参画推進プラン 第２次ちがさき男女共同参画推進プラン 

  

 見直し 

 

 

５ 事業計画策定の基本姿勢 

  本事業計画では、男女共同参画社会基本法に掲げる「男女が、互いにその人権を尊重し

つつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することがで

きる男女共同参画社会」の形成に向け、次の点に配慮して事業を選択することとします。 

・事業の企画、運営、実施の各段階で男女が共に参画する機会を確保することへの配慮。 

・男女の固定的性別役割分担にとらわれない内容で実施することへの配慮。 

・仕事と生活の両立ができる環境づくりへの配慮。 

・配偶者等への暴力の根絶に向けた配慮。 

・男女が共に参画するまちづくりに向けた配慮。等 

 

 

６ 事業計画の対象とする事業 

  本事業計画では、総合計画に基づいて本市が行うすべての事務事業を対象とした中で、

とりわけ、男女共同参画社会の形成に向けた施策の推進に関連する事務事業を位置づけ、

進行管理を行います。 

  

後期事業計画 

 

後期事業計画 

前期事業計画 

 

前期事業計画 後期事業計画 

 

後期事業計画 

前期事業計画 

 

前期事業計画 
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５つの 

基本目標 

13の目標 

事業計画に 

基づく事業 

７ 事業計画の進行管理 

  本事業計画に位置づけた事業の着実な推進を図るため、人権に配慮しながらジェンダー

統計の把握に努め、指標による評価や現状と課題の分析を行い、効果的な事業計画の進行

管理に努めます。 

  本事業計画では、13 の目標ごとに指標に基づき事業の評価を行うこととします。 

  進行管理にあたっては、茅ヶ崎市男女共同参画推進会議において随時状況を把握しつつ、

ちがさき男女共同参画推進プラン協議会における意見も踏まえ、各事業の着実な推進に努

めていくとともに、男女共同参画社会の実現のため、市が率先して取り組み、その成果や

経験を市民、地域、事業者等へ広げていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 
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【事業の評価】 
◇目標を達成するために設定した事業

の進捗度をはかる指標（活動指標）に

基づく評価 

 

【事業の評価】 
◇目標を達成するために設定した事業

の進捗度をはかる指標（活動指標）に

基づく評価 

【プランの評価】 
◇市民ニーズを把握し、実施した事業

がどのような効果をもたらしたかを

はかる指標（成果指標）に基づく評

価 

◇プラン終了後に達成状況を評価 

 

【プランの評価】 
◇市民ニーズを把握し、実施した事業

がどのような効果をもたらしたかを

はかる指標（成果指標）に基づく評

価 

◇プラン終了後に達成状況を評価 

事
業
計
画 

 

事
業
計
画 

プ
ラ
ン 

 

プ
ラ
ン 

本市における男女共同参画社会の実現の状況の検証 
▲ 
▲ 

アンケートによる市民意識調査を実施し、５年間の経年推移を観察 

 

本市における男女共同参画社会の実現の状況の検証 
▲ 
▲ 

アンケートによる市民意識調査を実施し、５年間の経年推移を観察 

前期事業計画に基づく事業の評価 

 

前期事業計画に基づく事業の評価 

年次報告書の作成 

【事業の評価】 

 
年次報告書の作成 

【事業の評価】 

年次報告書の作成 

【事業の評価】 

 
年次報告書の作成 

【事業の評価】 

年次報告書の作成 

【事業の評価】 

 
年次報告書の作成 

【事業の評価】 後期事業計画に基づく事業の評価 

 

後期事業計画に基づく事業の評価 

年次報告書の作成 

【事業の評価】 

 
年次報告書の作成 

【事業の評価】 

年次報告書の作成 

【事業の評価】 

 
年次報告書の作成 

【事業の評価】 

見直し 

 
見直し 

プ
ラ
ン
の
評
価 

 

プ
ラ
ン
の
評
価 

男女共同参画社会の

実現 

 
男女共同参画社会の

実現 
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Ⅱ 後期事業計画の策定に向けて 
 

１ プランの基本理念 

本市の平成 23 年度から平成 32 年度までを計画期間とする総合計画では、目指すべき

将来の都市像を「海と太陽とみどりの中で ひとが輝き まちが輝く 湘南・茅ヶ崎」

とし、５つのまちづくりの基本理念のもと、計画期間の 10 年で「ひとが輝き」「まちが

輝く」茅ヶ崎の実現に向けた取り組みを進めています。 

「第２次ちがさき男女共同参画推進プラン」は、茅ヶ崎市総合計画に基づき、そのま

ちづくりの基本理念のひとつ「学び合い育ち合うみんなの笑顔がきらめくひとづくり」

に向け、「多様な機会に学び、活動し、交流する、豊かな感性をはぐくむまち」を目指し、

男女共同参画社会の形成に向けた取り組みを推進しています。 

更に、総合計画の施策目標のひとつである「互いが尊重され、あらゆる分野の活動に

参画できる社会をつくる」ことを目指します。 

それは、すべての人が個人として尊重され、その個性と能力を対等に発揮することが

でき、配偶者などへの暴力、高齢者虐待、児童虐待やいじめといった人権侵害のない社

会をつくることです。また、国籍、年齢、障害などに関わりなく、あらゆる人が心豊か

に自分らしく生活できる多様性を保障された社会、男女共同参画が実現した共生社会を

つくることです。 

このような社会の実現のため、「第２次ちがさき男女共同参画推進プラン」では、これ

までのプランの基本理念を継承し、男女が性別にかかわりなく人権が尊重された、男女

共同参画社会の形成に向け施策を展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人権が尊重された、男女共同参画社会の形成 
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２ プランの評価指標 

  プランでは、男女共同参画社会基本法の理念に則り、その社会の形成に向けた施策を実

行し、その進捗管理を行うことで、本市における男女共同参画社会の実現の状況を検証し

ます。 

 以下は、平成２７年５月から６月にパブリックコメントでご意見をいただき、平成２８

年１月に策定した第２次ちがさき男女共同参画推進プランの指標を記載しています。 

  プランの評価指標は、市民のニーズを把握し、行政が実施した施策がどのような効果（成

果）をもたらしたかを調べる尺度（ものさし）とするもので、それを数値目標として示し

たものです。 

  この評価指標は、計画期間である５年間の経年推移の観察が可能なアンケートによる意

識調査を主として設定しました。 

 

８ページから９ページに掲げるプランの評価指標を、１０ページから５８ページに掲げ

る実施事業の目標値が上回っている場合がありますが、後期事業計画の策定にあたり、前

期事業計画における取り組み状況を踏まえて必要に応じて実施事業の目標値を見直したこ

とよるものですので、プランの評価指標の目標値を上回っていても、後期事業計画に基づ

き事業を実施します。 

 

（１） 男女共同参画の進捗状況に関する指標 

項 目 
（説 明） 

実績値 目標値 担当課 

男女共同参画社会基本法を知っている人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 

32.3％ 
（平成26年6月） 

60.0％ 男女共同参画課 
男女共同参画に関する市民の意識の浸透度を測る目安とし
て設定。 

ちがさき男女共同参画推進プランを知っている人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 

7.4％ 
（平成26年6月） 

50.0％ 男女共同参画課 
男女共同参画に関する市の取り組みの浸透度を測る目安と
して設定。 

茅ヶ崎市男女共同参画推進センターを拠点とした男女共同
参画社会の形成に向けた取り組みを知っている人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 11.7％ 

（平成26年6月） 
60.0％ 男女共同参画課 

男女共同参画に関する市の取り組みの浸透度を測る目安と
して設定。 
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（２） 基本目標に対する指標 

基本

目標 

項 目 
（説 明） 

実績値 目標値 担当課 

男
女
共
同
参
画
の
意
識
啓
発
の
推
進 

社会通念・慣習・しきたりにおいて男女の地位が平等に
なっていると思う人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 29.5％ 

（平成26年6月） 
35.0％ 男女共同参画課 

男女共同参画に関する市民の意識の浸透度を測る目安
として設定。 

固定的性別役割分担意識に反対する人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 

59.3％ 
（平成26年6月） 

60.0％ 男女共同参画課 
多様な生き方を認めあう男女共同参画社会の意識の浸
透度を測る目安として設定。 

メディア・リテラシーを知っている人の割合 

【男女共同参画に関するアンケート調査】 

14.5％ 
（平成26年6月） 

15.0％ 
 
男女共同参画課 「女性や子どもの人権を侵害するような表現に問題意

識を持って情報を取捨選択し、読み解き、活用すること
が大切である」という考え方の浸透度を測る目安として
設定。 

仕
事
と
生
活
の
両
立
が 

で
き
る
環
境
整
備
の
促
進 

女性が職業を持つことについて「子どもができても、ず
っと職業を続ける方がよい」と考える人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 35.9％ 

（平成26年6月） 
50.0％ 男女共同参画課 

多様な生き方を認めあう男女共同参画社会の意識の浸
透度を測る目安として設定。 

認可保育所（園）の在籍者数 
3,061 人 

（平成26年度） 

3,281 人 
（平成31年度） 

保育課 待機児童解消のため、また保護者の多様な保育ニーズに
対応するため、保育園の入園児童数を指標として設定。 

配
偶
者
等
に
対
す
る
暴
力
の
根
絶 

配偶者・パートナー間における次の行為を暴力と認識す
る人の割合 

「交友関係、電話、メールなどを細かく監視する」 

【男女共同参画社会に関する市民意識調査】 

 
40.4％ 

（平成26年3月） 
50.0％ 男女共同参画課 

配偶者・パートナー間における暴力に対する市民の意識
の浸透度を測る目安として設定。 

女性のための相談室を知っている人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 

17.8％ 
（平成26年6月） 

40.0％ 男女共同参画課 

問題解決の一助として、困った時に安心して相談できる
相談先の認知度を測る目安として設定。 
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基本

目標 

項 目 
（説 明） 

実績値 目標値 担当課 

生
涯
を
通
じ
た
健
康
づ
く
り
と 

福
祉
の
充
実 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツの考え方に賛成す
る人の割合 
【男女共同参画に関するアンケート調査】 

88.8％ 
（平成26年6月） 

90.0％ 男女共同参画課 
女性が妊娠・出産等、自分のからだのことを自分で決
める権利についての意識の浸透度を測る目安として
設定。 

就労が決定し、収入を得た生活保護受給者の割合 

45.4％ 
（平成26年度） 

45.0％ 生活支援課 
生活保護受給世帯に対し就労支援を行い、自立が進ん
でいるかを指標として設定。 

男
女
が
共
に
参
画
す
る 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

市の審議会等における女性委員の割合 

27.4％ 
（平成26年度） 

40.0％ 男女共同参画課 
性別に偏らない政策、意思決定の場の実現に向けた市
の取り組みの進捗状況の把握のために設定。 

託児サポーター事業の活用 

31 事業 
（平成26年度） 

40 事業 
 
男女共同参画課 子育て中の方が、啓発講座や審議会等への参加が可能

な体制を整えることを目的とした託児サポーターを
活用した事業数を指標として設定。 
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Ⅲ 後期の取り組み内容 

取り組み内容の見方 

プランの目標体系図に従い、基本理念のもと、５つの基本目標と１３の目標及び各目標

ごとの取り組みの方向性を示しています。各取り組み内容は、取り組みの方向性ごとに施

策として各課の事業を掲げており、事業番号及び事業名、事業内容、指標、現状値（平成

２８年度）、目標値（平成３０年度、平成３１年度、平成３２年度）を示しています。なお、

現状値（平成２８年度）は、目標値を図る目安として掲載していますが、目標値が現状値より

低い事業については、平成２８年度の実績が例年より高かった、または、過去の実績値の平均

値を目標値にしている等の理由によるものです。 

基本目標１ 男女共同参画の意識啓発の推進 

  あらゆる分野で男女が平等に活躍する社会の実現に向け、市民一人ひとりが、男女平等

や男女共同参画を身近な問題として捉えることができるよう、様々な機会を提供するとと

もに、従来の固定的な性別役割分担意識にとらわれない意識づくりを推進します。 

  また、すべての人が男女共同参画の視点をもって情報を自ら取捨選択し、受・発信でき

るように意識啓発に努めます。 

  男女共同参画社会の推進が、国際社会における取り組みと密接な関係があることから、

国際連携及び協力を推進します。 

 

目標１ 男女共同参画についての理解を促進する 

   

地域、家庭、学校教育、社会教育の場などあらゆる分野において男女共同参画に関

する意識啓発・教育の機会を設け、さらなる男女共同参画社会実現に向けての取り組

みを推進します。 

 

取り組みの方向性１ 男女共同参画推進のための広報・啓発 

 

１ 男女共同参画について学ぶ機会を増やす啓発事業の実施 

社会のあらゆる分野において学習の機会の充実を図り、男女共同参画について学ぶ機会を

増やす。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 2 事業 2 事業 2 事業 2 事業 
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２ 固定的性別役割分担意識をなくす啓発事業の実施 

固定的性別役割分担意識をなくすため、啓発冊子の作成・配布など意識啓発事業を実施し、

意識啓発に努める。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 1 事業 １事業 １事業 １事業 

 

３ 男女共同参画推進のための広報物の発行 

男女共同参画推進のため、男女共同参画推進センター事業概要といこりあ通信を発行し、

啓発を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
発行回数 3 回 3 回 3 回 3 回 

 

４ はがきによる市民意識調査の実施 

市民意識調査を毎年実施するとともに、継続的にその情報提供に努める。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 アンケート実施回

数 
1 回 1 回 1 回 1 回 

 

 

取り組みの方向性２ 学校教育や社会教育の場での啓発 

 

１ 特色ある学校づくりに向けた地域の指導協力者による学校支援 

地域の指導協力者を派遣し、学校内外の活動において、児童・生徒の学びの質を高めると

ともに豊かな心の育成を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

学校教育指導課 
申請参加対象校数 32 校 32 校 32 校 32 校 
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２ 社会教育講座・講演会の開催 

現代的課題等に関する情報の共有、知識の普及を図り、課題解決のための学習機会を提供

する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

社会教育課 社会教育講座の 

男性受講者の割合 
27% 30% 30% 30% 

 

３ 社会的要請課題をテーマとした事業の実施 

小和田公民館において、社会的要請課題として実施されている現代社会における普遍的な

問題や地域における課題をテーマとした事業の中で、国際理解、平和啓発、男女共同参画

の推進に関することをテーマとした学習機会を提供し、市民の学習活動の活性化を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

小和田公民館 
事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 

 

４ 社会的要請課題をテーマとした事業の実施 

鶴嶺公民館において、社会的要請課題として実施されている現代社会における普遍的な問

題や地域における課題をテーマとした事業の中で、国際理解、平和啓発、男女共同参画の

推進に関することをテーマとした学習機会を提供し、市民の学習活動の活性化を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

鶴嶺公民館 
事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 

 

５ 社会的要請課題をテーマとした事業の実施 

松林公民館において、社会的要請課題として実施されている現代社会における普遍的な問

題や地域における課題をテーマとした事業の中で、国際理解、平和啓発、男女共同参画の

推進に関することをテーマとした学習機会を提供し、市民の学習活動の活性化を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

松林公民館 
事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 
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６ 社会的要請課題をテーマとした事業の実施 

南湖公民館において、社会的要請課題として実施されている現代社会における普遍的な問

題や地域における課題をテーマとした事業の中で、国際理解、平和啓発、男女共同参画の

推進に関することをテーマとした学習機会を提供し、市民の学習活動の活性化を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

南湖公民館 
事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 

 

７ 社会的要請課題をテーマとした事業の実施 

香川公民館において、社会的要請課題として実施されている現代社会における普遍的な問

題や地域における課題をテーマとした事業の中で、国際理解、平和啓発、男女共同参画の

推進に関することをテーマとした学習機会を提供し、市民の学習活動の活性化を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

香川公民館 
事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 

 

 

取り組みの方向性３ 職員の理解が深まる研修機会の提供 

 

１ 新採用職員研修の実施 

市新採用職員に向けて男女共同参画の職場づくりやハラスメントに関する意識向上を目的

とする研修の受講の機会をつくる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

職員課 
実施回数 3 回 2 回 2 回 2 回 

 

２ 職員研修の実施 

市職員に向けて男女共同参画の職場づくりやハラスメントに関する意識向上を目的とする

研修の受講の機会をつくる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

職員課 
実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 
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目標２ 平和の尊さを啓発する事業と国際連携及び協力を推進する 

 

  市における男女共同参画の取り組みは、国際社会や国の動向と連動して進める必要

があるため、国際的な連携や協力について理解がある社会形成に向け、積極的な情報

提供を行います。 

 

 

取り組みの方向性１ 男女共同参画に関する国内外の情報の提供 

 

１ 図書コーナーの開設 

男女共同参画推進センター内に図書コーナーを開設し、男女共同参画推進に関する国内外

の情報を提供する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
開設日数 307 日 306 日 308 日 307 日 

 

２ 男女共同参画推進に関する国外の情報の提供 

男女共同参画推進に関する国外の情報をいこりあ通信等で周知する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 2 回 1 回 1 回 1 回 

 

 

取り組みの方向性２ 平和事業や国際連携及び協力の推進 

 

１ 平和啓発事業の実施 

戦争の悲惨さ、平和の尊さを一人でも多くの市民に伝える。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 平 和に 関する 展 示

会等の事業数 
4 事業 4 事業 4 事業 4 事業 
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２ 「平和について」ポスター・作文コンテストの実施 

平和の大切さについて学んでもらうため、次世代を担う市内在住・在学の小学 6 年生・中

学 2 年生を対象に平和についてのポスター・作文を募集し、その作品を通して、市民に広

く平和の尊さを啓発する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
応募作品数 2,010 点 2,190 点 2,190 点 2,190 点 

 

３ ピーストレイン平和大使の広島への派遣 

次世代に戦争の悲惨さ、平和の尊さなどを肌で感じ、学びとってもらうため、広島の平和

式典に「平和について」ポスター・作文コンテスト入賞者の小・中学生を派遣する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施月 8 月 8 月 8 月 8 月 

 

 

取り組みの方向性３ 国際理解・異文化理解を深める機会の充実 

 

１ 茅ヶ崎市国際交流協会との共催事業の実施 

茅ヶ崎市国際交流協会と連携しながら、市内在住の外国人や、海外の人々との交流活動を

行い、国際理解及び国際協力の輪を広げる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
共催事業数 6 事業 6 事業 6 事業 6 事業 

 

２ 神奈川県との共催による国際児童画展の開催 

神奈川県との共催で、国際児童画展を開催し、絵画を通じて明日の世界を担う児童の夢と

想像力を育む。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数（隔年） - - 1 回 - 
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３ フラ・フェスティバルの共催 

ハワイ州ホノルル市・郡との姉妹都市締結を受けて、ハワイ文化の理解を深めるため、フ

ラ・フェスティバルを共催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

 

目標３ 人権尊重に対する理解を促進する 

 

  一人ひとりがお互いの人権を尊重し、自分らしく生きていくため、さらなる意識啓

発を推進します。 

また、人権を侵害するような違法・有害な情報の受信が容易となっている状況を踏

まえ、対策を検討します。 

 

 

取り組みの方向性１ メディア・リテラシーに関する学習機会の充実 

 

１ 広報主任会議の開催 

市職員に向けて、情報メディアを主体的に読み解いて必要な情報を引き出し、その真偽を

見抜き、活用することの必要性や人権への配慮を周知・啓発し、広報活動に役立てる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

秘書広報課 
開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

２ 人権尊重のために、メディア・リテラシーを育成する事業の実施 

子どもの頃からの男女共同参画の啓発とともに、メディアにおける影響を鑑み、対策の必

要性も含め、情報の取捨選択の必要性について、事業等を行い意識啓発に努める。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 
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取り組みの方向性２ 人権尊重のための意識啓発 

 

１ 人権相談の実施  

人権問題に関して市民の相談に応じ、人権侵犯事件への切り替え、関係機関への連絡、助

言等の必要な措置をとり、夫・パートナーからの暴力、職場での差別やセクシュアル・ハ

ラスメントなどの女性の人権を含めた基本的人権を擁護し、併せて自由人権思想の普及高

揚を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民相談課 
開設日数 37 日 24 日 24 日 24 日 

 

２ 小学生人権ポスターコンテスト 

自由人権思想の普及高揚を図るため、市内在住・在学の小学 4～6 年生に向けて、小学生人

権ポスターコンテストを実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民相談課 
応募作品数 1,442 点 1,250 点 1,250 点 1,250 点 

 

３ 中学生人権作文コンテスト 

自由人権思想の普及高揚を図るため、市内在住・在学の中学生に向けて、中学生人権作文

コンテストを実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民相談課 
応募作品数 956 編 500 編 500 編 500 編 

 

４ 人権擁護委員による人権教室の開催 

自由人権思想の普及高揚を図るため、人権擁護委員による人権教室を小学校で開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民相談課 
開催回数 2 回 3 回 3 回 3 回 
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５ 人権を考える市民の集いの開催 

人権啓発事業を推進するため、「人権を考える市民の集い」を開催し、市民及び職員の人権

問題に対する意識の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

６ 人権研修会等への参加 

県内の人権団体等が開催する研修会等に職員を派遣して、様々な分野における個別的人権

課題とともに、オリンピック憲章に性的指向による差別の禁止が盛り込まれたことを受け、

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、性的マイノリティに

ついて学ぶ機会を設け、多様性や人権への意識の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
参加者数 231 人 180 人 200 人 200 人 

 

７ 人権教育指導者の育成支援 

各学校における人権教育の一層の推進と充実を目指し、人権教育指導者としての資質と指

導力の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

学校教育指導課 
実施回数 2 回 2 回 2 回 2 回 
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基本目標２ 仕事と生活の両立ができる環境整備の促進 

  男女がともに、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発・趣味・仕事など様々な活動につ

いて、自ら希望するバランスで展開することができるように仕事と家庭の両立を支援しま

す。 

  また、家事・育児・介護といった家庭における責任を男女がともに担うことができるた

めの取り組みを支援します。 

 

 

目標４ 働きやすい環境をつくる 

 

  男女が性別に関わりなくあらゆる場面で多様な選択を行うことができるように、家

庭形態の変化やライフスタイルに応じた支援を行います。 

  男女共同参画社会の形成のため、固定的性別役割分担意識にとらわれない生き方・

働き方の意識啓発の推進や仕事と生活の両立ができ、女性の能力・活力を生かすこと

ができる環境の整備に取り組みます。 

 

 

取り組みの方向性１ ワーク・ライフ・バランス実現のための支援 

 

１ ノー残業デーの実施 

市職員に向けて、ノー残業デーを実施・周知することで時間外勤務の削減を行い、職場・

家庭・地域において充実した生活を送ることができるような環境づくりを進める。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

職員課 
実施日数 64 日 64 日 64 日 64 日 

 

２ 市男性職員による育児休業等の取得の推進 

次世代育成行動計画の推進のため、市男性職員による育児休業等の取得を推進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

職員課 
育 児休 業取得 者 に

お ける 男性職 員 の

取得割合 

2.44% 5% 5% 5% 

  



 

20 

 

３ 土木・建築に関する工事における総合評価落札方式の試行 

価格競争だけでなく、入札事業者が社会的な活動に取り組んでいるか等も競争の内容に含

む入札形式で、男女共同参画に取り組んでいる入札事業者に対して点数を加算する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

契約検査課 
実施件数 3 件 3 件 3 件 3 件 

 

４ ワーク・ライフ・バランス推進事業の実施 

人生の各段階に応じて、多様な生き方や働き方が選択できる、仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）の実現に向け、啓発講座等の事業を実施し、ワーク・ライフ・バラン

スを推進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 4 事業 4 事業 4 事業 4 事業 

 

 

取り組みの方向性２ 多様なニーズに対応した就労支援 

 

１ 生涯現役応援窓口の開設 

男性シニア、女性シニアそれぞれの特性を踏まえ、シニア「人財」と、就労をはじめとす

る活躍の場のマッチングを行い、シニアの社会参加を促進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

企画経営課 
マッチング件数 115 件 270 件 300 件 300 件 

 

２ 創業者支援事業の実施 

茅ヶ崎市創業支援事業計画に基づくビジネスコンテストの開催やイベントでの出展ブース

確保、融資に対する信用保証料の助成等により、創業環境の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

産業振興課 
支援対象者数 136 事業者 167 事業者 167 事業者 167 事業者 

  



 

21 

 

３ 中小企業経営安定支援事業の実施 

中小企業に対する融資の実施や、それに係る手数料等に対する助成、経営相談・経営診断

の実施等により、中小企業者の経営の安定を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

産業振興課 融 資制 度の新 規 利

用件数 
205 件 210 件 215 件 220 件 

 

４ ちがさきしごと相談デーの実施 

将来のキャリア形成や仕事の悩み等に対するキャリアカウンセリングを実施し、就職活動

を支援する。女性が利用しやすいよう女性キャリアコンサルタント対応日も設定する（※

勤労市民会館指定管理者の事業）。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

雇用労働課 
実施日数 24 日 24 日 24 日 24 日 

 

５ 就職サポート相談の実施 

ちがさき就職サポートコーナーにおいて、就職・転職活動に対するアドバイスや情報提供

を実施し、就職活動を支援する。女性が利用しやすいよう女性キャリアコンサルタント対

応日も設定する（※勤労市民会館指定管理者の事業）。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

雇用労働課 
実施日数 231 日 233 日 232 日 231 日 

 

 

取り組みの方向性３ 職場における男女共同参画の推進 

 

１ 労働相談の実施 

労働者の働く環境改善を図り、労働者が働き続けることでやりがいを感じられる社会を目

指すため、労働者のための相談を実施する（※勤労市民会館指定管理者の事業）。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

雇用労働課 
実施日数 36 日 36 日 36 日 36 日 
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２ 事業所等訪問の実施 

労働者の働く環境改善を図り、労働者が働き続けることでやりがいを感じられる社会を目

指すため、関係機関との連携により事業所を訪問し求人状況や勤労者のニーズ把握に努め

る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

雇用労働課 訪問件数（産業振興

課と合算） 
152 件 120 件 120 件 120 件 

 

３ 市内事業所への啓発の実施 

労働者の働く環境改善を図り、労働者が働き続けることでやりがいを感じられる社会を目

指すため、市内事業者に向けて、女性活躍推進法に基づいて女性の職業生活における活躍

を推進するための啓発を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 雇用労働課・ 

男女共同参画課 周知件数 － 210 件 210 件 210 件 

 

４ 女性が社会的、経済的に力をつけることを支援する講座の実施 

女性が社会的、経済的に力をつけること（エンパワーメント）を目的とした講座を実施し、

就労等を支援する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 4 事業 4 事業 4 事業 4 事業 

 

５ 事業所等における女性の活躍推進の取り組み状況の周知 

女性活躍推進法施行に伴う事業所等における女性活躍の取り組み状況をいこりあ通信等で

周知する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 
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目標５ 子育て、介護がしやすい環境をつくる 

 

  地域の支援や福祉サービスの充実により、子育て家庭や介護者の負担軽減を図ると

ともに、子育てや介護をしながら就労を継続できる環境の整備に取り組みます。 

 

 

取り組みの方向性１ 子育て、介護をする人が働きやすい環境づくり 

 

１ 認可保育園の整備 

待機児童解消を図るため、認可保育園の整備を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
認 可保 育園の 入 園

児 童数 と待機 児 童

数 

入園児童数

3,357 人 

待機児童数

18 人 

入園児童数 

3,650 人 

待機児童数 

0 人 

入園児童数 

3,800 人 

待機児童数 

0 人 

入園児童数 

3,800 人 

待機児童数 

0 人 

 

２ 児童クラブの運営 

児童クラブのよりよい運営と保育環境により、小学校低学年児童の放課後支援の充実を図

る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
入所児童数 1,463 人 1,588 人 1,588 人 1,588 人 

 

３ 地域型保育事業の整備 

待機児童解消及び多様な保育ニーズに対応するため、地域型保育事業（小規模保育事業・

事業所内保育事業・家庭的保育事業）の整備を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 地 域型 保育事 業 の

入園児童数 
209 人 300 人 330 人 355 人 
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４ 認定こども園の整備 

待機児童解消及び多様な保育ニーズに対応するため、認定こども園の整備を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
認定こども園の入

園児童数（保育利用

部分） 

232 人 330 人 350 人 350 人 

 

５ 休日保育の実施 

子育て支援施策として、休日に保育を必要とする保護者のニーズに応える。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
実施施設数 2 施設 2 施設 2 施設 2 施設 

 

６ 延長保育の実施 

保護者の多様な就労形態に対応するため、延長保育を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
実施施設数 48 施設 59 施設 63 施設 65 施設 

 

７ 一時預かりの実施 

冠婚葬祭、保護者の傷病等により緊急・一時的な保育が必要な児童に対して一時預かりを

実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
実施施設数 27 施設 29 施設 29 施設 29 施設 
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８ 病後児保育の実施委託 

就労中の保護者の子どもが病気の回復時であり、集団生活が困難な期間において保育が必

要な場合、専用スペースで保育を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
実施施設数 1 施設 1 施設 1 施設 1 施設 

 

９ 産休明け保育事業の実施 

就労中の保護者の子どもが生後５７日目から保育が必要な場合、保育を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育課 
実施施設数 14 施設 17 施設 17 施設 17 施設 

 

 

取り組みの方向性２ 子育て、介護の支援の充実 

 

１ 地域福祉総合相談の実施 

すべての地域住民からの保健・医療・福祉に関する、分野にとらわれない初期相談に応じ

る身近な地域の総合相談窓口として、地域包括支援センター内で地域福祉総合相談を実施

し、必要に応じて専門支援機関と連携して、担当地域の皆様の問題解決に向けた支援に取

り組む。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

福祉政策課 
相談件数 8,976 件 8,600 件 8,600 件 8,600 件 

 

２ 地域包括支援センター相談の実施 

保健、介護、福祉という 3 分野の専門職が連携し、市町村や地域の医療機関、介護（介護

予防）サービス事業者、ボランティアなどと協力しながら地域の高齢者のさまざまな相談

に対応する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高齢福祉介護課 
開所日数 309 日 294 日 294 日 294 日 
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３ 子育てガイドブック改訂版作成 

子育てに関する情報を幅広くまとめ、子育てに係る家庭の利便性を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
子 育て ガイド ブ ッ

ク改訂版の発行（隔

年） 

1 回 1 回 － 1 回 

 

４ ショートステイ・トワイライトステイ事業の実施 

保護者が、事情により家庭において児童の養育が困難なとき、児童養護施設で一時的に養

育を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
利用日数 

ショート 

288 日 

トワイライト 

78 日 

ショート 

280 日 

トワイライト 

60 日 

ショート 

280 日 

トワイライト 

60 日 

ショート 

280 日 

トワイライト 

60 日 

 

５ 子育て支援センターの運営 

子育て中の保護者を支援するため、子育て支援センターにおいて、子育てアドバイザーに

よる育児相談・子育て家庭交流の場の提供・子育て情報の提供等を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
利用者数 46,596 人 53,500 人 53,500 人 53,500 人 

 

６ ファミリーサポートセンター事業の実施 

子どもを預けたい人と預かることができる人が会員となり、アドバイザーの調整により子

どもを預かり合う相互援助活動により、余裕を持った子育てができるよう育児支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
活動件数 8,480 件 8,500 件 8,500 件 8,500 件 
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７ 育児支援家庭への養育支援の実施 

児童の適切な養育環境を確保するため、養育支援が必要な家庭に家庭児童相談員による訪

問支援及び事業所のヘルパーによる家事・育児支援を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

こども育成相談課 
支援回数 95 回 120 回 120 回 120 回 

 

８ こどもセンターでの療育相談の実施 

発達に遅れ等の疑いがあると思われる子の相談に応じ、子育て支援を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

こども育成相談課 
相談件数 3,087 件 2,800 件 2,800 件 2,800 件 

 

９ プレママ教室の実施 

妊娠、出産、育児への不安を少しでも取り除き、母子の健全な成長を支援するため、プレ

ママ教室を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
実施回数 12 回 12 回 12 回 12 回 

 

１０ 家庭教育支援講座の実施 

小和田公民館において、次世代育成を主眼として親の役割や子育てに必要なことを学ぶ講

座を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

小和田公民館 
事業数 6 事業 5 事業 5 事業 5 事業 
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１１ 家庭教育支援講座の実施 

鶴嶺公民館において、次世代育成を主眼として親の役割や子育てに必要なことを学ぶ講座

を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

鶴嶺公民館 
事業数 4 事業 4 事業 4 事業 4 事業 

 

１２ 家庭教育支援講座の実施 

松林公民館において、次世代育成を主眼として親の役割や子育てに必要なことを学ぶ講座

を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

松林公民館 
事業数 6 事業  6 事業 6 事業 6 事業 

 

１３ 家庭教育支援講座の実施 

南湖公民館において、次世代育成を主眼として親の役割や子育てに必要なことを学ぶ講座

を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

南湖公民館 
事業数 5 事業 5 事業 5 事業 5 事業 

 

１４ 家庭教育支援講座の実施 

香川公民館において、次世代育成を主眼として親の役割や子育てに必要なことを学ぶ講座

を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

香川公民館 
事業数 7 事業 6 事業 6 事業 6 事業 
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１５ 保育付き講座の実施 

小和田公民館の講座に子育て中の親が参加しやすいよう、保育ボランティアを登録し、保

育付きの講座を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

小和田公民館 
事業数 5 事業 5 事業 5 事業 5 事業 

 

１６ 保育付き講座の実施 

鶴嶺公民館の講座に子育て中の親が参加しやすいよう、保育ボランティアを登録し、保育

付きの講座を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

鶴嶺公民館 
事業数 1 事業 3 事業 3 事業 3 事業 

 

 

１７ 保育付き講座の実施 

松林公民館の講座に子育て中の親が参加しやすいよう、保育ボランティアを登録し、保育

付きの講座を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

松林公民館 
事業数 10 事業 8 事業 8 事業 8 事業 

 

１８ 保育付き講座の実施 

南湖公民館の講座に子育て中の親が参加しやすいよう、保育ボランティアを登録し、保育

付きの講座を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

南湖公民館 
事業数 8 事業 8 事業 8 事業 8 事業 
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１９ 保育付き講座の実施 

香川公民館の講座に子育て中の親が参加しやすいよう、保育ボランティアを登録し、保育

付きの講座を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

香川公民館 
事業数 2 事業 5 事業 5 事業 5 事業 

 

２０ ブックスタート事業の実施 

子どもの健やかな成長を促すため、生後 7 か月から 1 歳 6 か月の子どもを持つ保護者に対

し絵本等を配布する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

図書館 ブ ック スター ト パ

ック配布割合 
77% 80% 80% 80% 

 

２１ おはなし会の開催 

読書に親しめる環境づくりとして、赤ちゃん向け、小さい子向け、小学生までを対象とし

たおはなし会や出張おはなし会を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

図書館 
開催回数 － 95 回 95 回 95 回 

 

２２ 「子どもの教育」講座・講演会の開催 

子どもの成長発達に関する基礎研究を踏まえ、教育への意識醸成を図るため、市民、保護

者、保幼小中関係職員、市関係職員等に対し「子どもの教育」講座・講演会を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

教育センター 
参加者数 741 人 650 人 650 人 650 人 
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２３ 青少年教育相談の実施 

激しく変化する社会を反映し、複雑化・多様化する相談内容に適切かつ迅速に対応し、児

童・生徒、青少年の全人的発達を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

教育センター 
相談件数 2,686 件 2,700 件 2,700 件 2,700 件 

 

２４ 基礎研究の公開（セミナー・シンポジウム等） 

幼児期の教育に関する基礎研究を推進し、家庭教育や幼児期教育の充実を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

教育センター 
基 礎研 究の公 開 件

数（セミナー・シン

ポジウム等） 

－ 2 件 2 件 2 件 

 

 

目標６ 男性の家庭生活や地域生活への参画を進める 

 

  「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担意識や、家庭・職場・地域活動での役

割分担は解消されておらず、長時間労働を前提とする働き方を見直し、ワーク・ライ

フ・バランスを実現するため、男性の参画が少ない分野への参画を推進します。 

 

 

取り組みの方向性１ 男性の家庭生活への参画の推進 

 

１ 父と子の料理教室 

男性の家庭生活への参画を推進するため、父と子の料理教室を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 
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２ 初めて父親になる人とそのパートナーに対する教室の実施 

妊娠、出産、育児への不安を少しでも取り除き、母子の健全な成長を支援するため、初め

て父親になる人とそのパートナーに対し、教室を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
実施回数 18 回 18 回 18 回 18 回 

 

３ パパマママタニティクッキングの開催 

初妊婦の夫婦を対象に、母親の健康の保持及び乳児の健全な発育を支援するため、パパマ

ママタニティクッキングを開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
実施回数 8 回 6 回 6 回 6 回 

 

 

取り組みの方向性２ 男性の参画が少ない分野における男女共同参画の推進 

 

１ 父親向け子育て練習講座の実施 

地域における男女共同参画の推進に向け、父親向け子育て練習講座を実施することにより、

男性の子育てへの関わりを深め、地域参加をすすめる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 1 回  1 回 1 回 1 回 

 

 

２ 父親に向けたワーク・ライフ・バランス啓発講座の実施 

地域における男女共同参画の推進に向け、仕事と生活の両立を図ることにより、男性の地

域参加をすすめる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 3 回 3 回 3 回 3 回 
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３ 家族介護教室の開催 

高齢者を介護している介護者が、介護方法や介護者の健康づくりなどについて学ぶ機会を

提供し前向きに介護に取り組めるように支援する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高齢福祉介護課 
参加人数 

263 人 

うち市主催

は 38 人） 

250 人 250 人 250 人 
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基本目標３ 配偶者等に対する暴力の根絶【茅ヶ崎市ＤＶ対策基本計画】 

  暴力の根絶に向け、あらゆる暴力は重大な人権侵害であり、決して許されるものではな

いとの認識を広げ、暴力の根絶に向け、意識啓発を推進します。 

また、被害者の保護・支援のため、相談体制の充実を図り、自立のための支援体制の整

備を進めます。 

 

 

目標７ 暴力根絶のための意識啓発を推進する 

 

  ドメスティック・バイオレンスやセクシュアル・ハラスメントなどの暴力の背景に

は、固定的な性別役割分担意識が根強く残っていることや暴力に対する社会的な理解

が不十分であったことなどがあると考えられます。さらに近年、被害が深刻化するケ

ースや男性の被害が増えており、暴力の根絶に向けた意識啓発の重要性が増していま

す。こうした暴力は犯罪であるという社会的認識を浸透させるため、暴力根絶のため

の意識啓発を推進します。 

 

 

取り組みの方向性１ 若年層への暴力防止に向けた予防啓発 

 

１ デートＤＶ防止啓発パンフレットの配布 

デートＤＶ防止のパンフレットを作成し、市内の高校２年生を対象に配布し、デートＤＶ

防止の意識啓発を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
配布枚数 2,500 枚 1,680 枚 1,680 枚 1,680 枚 

 

２ 「ほしつ☆メソッド」の実施 

子育てに対する不安や悩みを持つ親の支援及び児童虐待予防のため「ほしつ☆メソッド」

の普及を図り、子育てがしやすい環境をつくる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

こども育成相談課 
実施回数 

10 クール 

60 回 

14 クール 

34 回 

14 クール 

34 回 

14 クール 

34 回 
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３ 見守りの実施 

子どもの安全を守るため、「こども１１０番の家」ステッカー・見守り腕章・見守りジャン

パー等の啓発物品を配布し、青少年育成団体等と啓発活動を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

青少年課 
支援学区数 19 学区 19 学区 19 学区 19 学区 

 

４ インターネットにおける青少年有害情報の監視事業 

子どもの安全を守るため、インターネットにおける青少年有害情報を監視する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

青少年課 
小・中学校に係るイ

ン ター ネット 上 の

検索件数 

4,238 件/月 4,500 件/月 4,500 件/月 4,500 件/月 

 

 

取り組みの方向性２ 暴力防止のための法律や制度の理解の促進 

 

１ 市職員に対しての相談窓口の開設 

セクシュアル・ハラスメントに対し、職員の苦情相談窓口を設置し随時相談を受け付ける

とともに、解決に向け苦情処理委員会を設け、男女が対等平等な関係で快適に働くことが

できる職場環境を実現する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

職員課 
開設日数 243 日 244 日 244 日 243 日 

 

２ 庁内相談員へのＤＶ等の暴力根絶の意識啓発研修の実施 

庁内相談員に対して、ＤＶ根絶に向けた意識啓発を行う研修を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 
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３ ＤＶ等の暴力根絶の意識啓発を行う事業の実施 

ＤＶ根絶に向けた意識啓発事業を実施し、ＤＶ防止を推進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 3 事業 2 事業 2 事業 2 事業 

 

４ 家庭児童相談室での相談、支援 

家庭における適正な児童養育、家庭児童福祉の向上を図るため、家庭児童相談員による児

童相談指導を行い子育てがしやすい環境をつくる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

こども育成相談課 
相談件数 476 件 500 件 500 件 500 件 
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目標８ 暴力に関する相談体制の充実を図る 

 

  社会的にドメスティック・バイオレンス被害が深刻化している中で、ドメスティッ

ク・バイオレンス被害に関する相談件数は増加を続けています。相談件数増加の要因

として、経済の低迷や社会状況の悪化で暴力行為が増加しているほか、ドメスティッ

ク・バイオレンス防止に関する情報提供や啓発が進み、ドメスティック・バイオレン

ス被害に対する意識が高まっていることが考えられます。暴力の被害を受けた際に相

談しやすい身近な相談窓口として周知に努めるとともに、被害者の置かれている状況

や背景を理解しながら適切な対応ができるよう、安心して相談できる体制の充実を図

ります。 

 

 

取り組みの方向性１ 相談体制の整備・充実 

 

１ 犯罪被害者相談の実施 

犯罪被害者の様々な問題について相談に応じ、必要な情報を提供する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民相談課 
開設日数 21 日 22 日 22 日 22 日 

 

２ 女性のための相談室の開設 

悩みを抱える女性の諸問題の解決方法を見出すため、「女性のための相談室」を運営する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
相談件数 618 件 620 件 620 件 620 件 
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３ 女性相談員の研修 

女性が抱える様々なニーズに対応し、女性相談員の資質の向上を図るため研修を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
研修の実施回数 11 回 10 回 10 回 10 回 

 

４ 女性弁護士による法律相談の実施 

女性が抱える様々な問題解決の一助として、女性弁護士による法律相談を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
開設日数 24 日 24 日 23 日 22 日 

 

５ 性犯罪協力病院としての支援 

神奈川県が行なっている「性犯罪被害者への支援における連携・協力に関する協定」の協

力病院として、性犯罪被害者を支援する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

医事課 
対応可能日数 365 日 365 日 365 日 366 日 

 

 

取り組みの方向性２ 関係機関との連携強化 

 

１ 庁内ＤＶ対応ネットワーク会議の開催 

ＤＶ被害者支援のため、庁内関係各課が連携して情報交換等を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

  



 

39 

 

２ 地域ＤＶ対応情報交換会の開催 

茅ヶ崎市、藤沢市、寒川町、神奈川県、警察等が、ＤＶ防止に係る関連施策など共通認識

を持って市域を超えて協議、情報交換し、その推進を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

 

目標９ 暴力被害者の保護・支援体制を確立する 

 

  暴力被害者に生命を脅かされる危険性が伴う場合には、被害者を適切に保護し、安

全確保を図ることが重要です。被害者が自立し、安心して暮らしていくために、暴力

被害者の保護・支援体制の確立に取り組みます。 

 

 

取り組みの方向性１ 被害者の安全確保・緊急避難体制の確保 

 

１ 配偶者等からの暴力被害者の保護・安全確保 

関係機関の連携により適切に被害者を保護、安全確保するための体制整備を推進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
対応可能日数 243 日 244 日 244 日 243 日 

 

 

取り組みの方向性２ 被害者の自立支援 

 

１ 被害者の自立支援 

配偶者等からの暴力被害者の自立に向け、住居の確保や子どもの教育への支援、経済的支

援、生活を安定させるための支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
対応可能日数 243 日 244 日 244 日 243 日 

  



 

40 

 

基本目標４ 生涯を通じた健康づくりと福祉の充実 

  性や健康に関する理解の促進を図り、心身の健康の維持増進を支援します。 

男女共同参画の視点から、高齢者、障害者及び外国人等をはじめとしてあらゆる市民が

住み慣れた地域で安心して生活できるような体制づくりを推進します。 

 

 

目標 10 女性の生涯にわたる健康を支援する 

 

  女性が自らの身体について正しい情報を入手し、自分で判断し、生涯に渡り心身の

健康を得ることができるよう、意識啓発、健康づくりの支援、相談体制の充実を図り、

女性の生涯にわたる健康を支援します。 

 

 

取り組みの方向性１ 女性が自分のからだのことを自分で決める権利の確立 

 

１ 
女性が自分のからだのことを自分で決める権利を女性の人権として確立する事業

の実施 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ等、人権に配慮した意識を持てるよう、啓発事業を実

施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 1 事業 1 事業 1 事業 1 事業 

 

 

取り組みの方向性２ 健康に配慮しライフステージに応じた支援策の充実 

 

１ 生きがい教室の開催 

高齢者の生きがいと健康づくり活動の推進とその普及に資することを目的に、各種の講

座・教室を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高齢福祉介護課 
参加者数 469 人 462 人 467 人 472 人 
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２ 介護予防・健康づくり教室の開催 

６０歳から８０歳までの在宅の高齢者を対象に、民間のスポーツクラブを利用して、筋力

トレーニング、健康運動、水中ウォーキングを実施し、運動習慣を定着させる。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高齢福祉介護課 
参加者数 92 人 100 人 110 人 120 人 

 

３ 脳の健康教室の開催 

６５歳以上の高齢者を対象に、簡単な読み、書き、計算で脳のトレーニングを実施する。

週１回教室への参加と毎日１５分程度の自宅学習をする。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高齢福祉介護課 
修了者数 67 人 70 人 72 人 74 人 

 

４ 特定不妊治療を受けている夫婦に対して治療費の助成を実施 

不妊で悩む夫婦の経済的負担軽減を図るため、特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）費

の一部を助成する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域保健課 
助成件数 154 件 170 件 170 件 170 件 

 

５ 不育症治療を受けている夫婦に対して治療費の助成を実施 

不育症治療を受ける夫婦の経済的負担軽減を図るため、治療費の一部を助成する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域保健課 
助成件数 0 件 3 件 3 件 3 件 
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６ エイズ、性感染症及びＢ・Ｃ型肝炎予防対策実施 

エイズ、Ｂ・Ｃ型肝炎の検査を無料で実施する。また、保健師等が随時相談に対応する。

性感染症普及啓発のため講演会を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保健予防課 普及啓発講演会 

実施回数 
－ 8 回 8 回 8 回 

 

７ こころの悩みを抱える人やその家族への相談支援実施 

専門医による精神保健福祉相談、ケースワーカー等による訪問・相談を実施する。また、

家族会への支援を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保健予防課 専 門医 相談実 施 件

数 
－ 34 件 34 件 34 件 

 

８ 健康教室の開催 

主に 64 歳以下の市民を対象に、運動教室や講演会等を開催し、壮年期からの生活習慣病予

防及び健康保持増進を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
開催回数 81 回 88 回 88 回 88 回 

 

９ 栄養改善教室の開催 

主に 64 歳以下の市民を対象に、健康づくり及び生活習慣病を予防するため、栄養や適正量

の食事等の知識を普及啓発する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
開催回数 24 回 24 回 24 回 24 回 
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１０ 乳がん検診の実施 

４０歳以上の乳がん検診対象者に受診券を個別送付して受診率の向上を図り、疾病の早期

発見、早期治療を目指す。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
乳がん検診受診率 10％ 12% 12% 12% 

 

１１ 子宮がん検診の実施 

２０歳以上の子宮がん検診対象者に受診券を個別送付して受診率の向上を図り、疾病の早

期発見、早期治療を目指す。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 子 宮が ん検診 受 診

率 
8% 10% 10% 10% 

 

１２ 妊婦健康診査費用の補助 

妊婦健康診査費用補助券を交付し、妊婦の健康管理の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 妊 婦健 康診査 補 助

券の利用率 
88% 90% 90% 90% 

 

１３ 妊婦への保健指導の実施 

妊娠中の異常の有無を早期に確認し、健康の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
指導件数 48 件 30 件 30 件 30 件 

 

  



 

44 

 

１４ 乳幼児健康相談等の実施 

乳幼児健康相談、７か月児育児相談、２歳児歯科相談を実施し、乳幼児の健康の保持及び

増進と保護者への育児支援を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
実施回数 

乳幼児相談 

 84 回 

7 か月児及び

2 歳児相談 

各 36 回 

乳幼児相談 

 84 回 

7 か月児及び

2 歳児相談 

各 36 回 

乳幼児相談 

 84 回 

7 か月児及び

2 歳児相談 

各 36 回 

乳幼児相談 

 84 回 

7 か月児及び

2 歳児相談 

各 36 回 

 

１５ 女性の健康週間事業 

女性の生涯にわたる健康づくりを支援し、生活習慣病等を予防するため、講演会やイベン

トを開催し、女性の為の健康づくりの知識を普及啓発する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

健康増進課 
開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

 

目標 11 様々な困難を抱える人々が安心して暮らせる環境を整備する 

 

  高齢者、障害者及び外国人等様々な困難を抱える人々に配慮し、自立に向けた支援

を進めると共に、安心して暮らせる環境の整備に取り組みます。 

 

 

取り組みの方向性１ 高齢者、障害者及び外国人等が安心して暮らせる環境づくり 

 

１ 外国人への情報紙の発行 

外国人市民が、言葉の壁や生活習慣の違いに関係なく地域での円滑な生活が送れるよう、

外国人への市政情報、地域情報を英字新聞を活用して提供する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

秘書広報課 
発行回数 5 回 5 回 5 回 5 回 
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２ 外国語版市民便利帳の配布 

外国人市民が、言葉の壁や生活習慣の違いに関係なく地域での円滑な生活が送れるよう、

生活ガイド的内容を持った「外国語版市民便利帳」を配布し、各種の情報提供等を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
言語対応数 5 か国語 5 か国語 5 か国語 5 か国語 

 

３ 医療通訳者の派遣 

外国人市民が、言葉の壁や生活習慣の違いに関係なく地域での円滑な生活が送れるよう、

県との協定により、協定病院に対し医療通訳者を派遣する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
利用件数 0 件 2 件 2 件 2 件 

 

４ 市役所内での障害者の就労訓練の実施 

障害者の就労訓練をすることにより就労の支援を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害福祉課 
就労訓練者数 5 人 6 人 6 人 6 人 

 

５ 手話通訳者等の派遣 

手話通訳者、要約筆記者の派遣等により聴覚障害者等の意思伝達を容易にし、社会参加を

図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害福祉課 
派遣件数 361 回 380 回 390 回 400 回 
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６ 地域活動支援センター及び相談支援事業所の運営 

障害者を地域活動センターに通わせ、創作的活動などの機会提供及び相談支援事業などを

通じて障害者の相談支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害福祉課 
委託事業所数 14 箇所 14 箇所 14 箇所 14 箇所 

 

７ 障害者への日中一時支援の提供 

障害者の日中における活動の場を確保し、障害者の家族の就労支援及び障害者を日常的に

介護している家族の一時的な休息支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害福祉課 
利用件数 3,834 件 4,000 件 4,050 件 4,100 件 

 

８ 店舗を活用した障害者の就労訓練の実施 

障害者の地域社会での自立と社会参加や市民及び事業主等の就労に関する理解と協力を推

進するため、空き店舗を活用し、障害者の就労支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障害福祉課 
就労訓練者数 6 人 6 人 6 人 6 人 

 

９ 災害時における高齢者の要配慮者及び避難行動要支援者への支援 

障害者やひとり暮らし高齢者などが、災害時等における支援を地域の中で受けられる仕組

みをつくり、支援が必要な方が安心して暮らすことのできる環境を整える。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高齢福祉介護課 

避 難行 動要支 援 者

の うち 地域へ の 情

報 提供 に同意 し た

方の割合（高齢者・

障害者） 

未実施 

（制度移行

の準備期

間） 

59% 62% 65% 
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１０ 住まいの相談窓口の開設 

安心して住み続けられるように、高齢者や障害者などが気軽に相談できる「住まいの相談

窓口」を開設する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

都市政策課 
相談件数 12 件 30 件 35 件 40 件 

 

１１ 住まいのガイドブックの発行 

茅ヶ崎市の住宅・住環境向上を図るため、住まいに関する市の制度や支援をまとめた「住

まい制度」ガイドブックを発行する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

都市政策課 
発行月 6 月 6 月 6 月 6 月 

 

１２ 歩道段差改良工事の実施 

交差点部や横断歩道部における、歩道と車道の段差を解消し、視覚障害者用誘導ブロック

の設置等により、歩行者・自転車及び身体障害者等の通行の安全を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

道路管理課 
改良箇所数 25 箇所 10 箇所 10 箇所 10 箇所 

 

 

取り組みの方向性２ ひとり親家庭への支援の充実 

 

１ ひとり親家庭等への家庭生活支援員の派遣 

ひとり親家庭等で日常生活に支障が生じるときに、日常生活の世話を行う家庭生活支援員

を派遣する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
派遣時間 286 時間 250 時間 250 時間 250 時間 
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２ 母子家庭父子家庭への高等職業訓練促進給付金等の支給 

母子家庭又は父子家庭の生活の安定に資するため、資格取得を促進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
受講者数 13 人 14 人 14 人 14 人 

 

３ 母子家庭父子家庭への自立支援教育訓練給付金の支給 

母子家庭の母又は父子家庭の父が自主的に行う職業能力の開発を推進するため、指定した

講座修了後に給付を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
受講者数 2 人 5 人 5 人 5 人 

 

４ ひとり親家庭等への医療費の助成 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援し、福祉の増進を図るため、ひとり親家庭等に

医療証を交付し、医療費の給付を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

子育て支援課 
助成件数 50,327 件 48,400 件 48,400 件 48,400 件 
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取り組みの方向性３ 様々な困難を抱える人々の生活を支えるセーフティネットの充

実 

 

１ 生活保護受給者への就労支援 

就労する能力のある者に対して、就労意欲の喚起、面接等の指導を行い就労による経済的

自立の支援の充実を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活支援課 就 労が 決定し た 人

の割合 
46% 45% 45% 45% 

 

２ 生活保護受給世帯及び生活困窮世帯への学習支援 

生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象に、民間団体と協力し学習支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活支援課 学 習支 援を受 け た

人数 
24 人 30 人 30 人 30 人 

 

３ 生活困窮者の自立のため包括的な相談の実施 

生活困窮者の方に対して、専門の自立相談支援員が相談や就労を含めた支援を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活支援課 
相談件数 231 件 250 件 280 件 300 件 

 

４ 要保護及び準要保護児童就学援助の実施 

経済的理由で就学困難な小学生及び保護者に対し給食費・教材費等の援助を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

学務課 
支給回数 

3 回 

(小学 6 年生

のみ 4 回) 

3 回 

(小学 6 年生

のみ 4 回) 

3 回 

(小学 6 年生

のみ 4 回) 

3 回 

(小学 6 年生

のみ 4 回) 
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５ 要保護及び準要保護生徒就学援助の実施 

経済的理由で就学困難な中学生及び保護者に対し給食費・教材費等の援助を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

学務課 
支給回数 3 回 3 回 3 回 3 回 

 

６ スクールソーシャルワーカー巡回相談の実施 

課題を抱える児童・生徒を関係機関とのネットワークを構築しながら、多角的に支援する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

学校教育指導課 
相談件数 961 件 450 件 450 件 450 件 
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基本目標５ 男女が共に参画するまちづくりの推進 

  様々な施策に男女共同参画の視点が入り、多様なニーズや意見が反映されるよう、政策

などの意思決定過程に男女が参画する機会が確保されることが必要です。職場や地域など、

あらゆる分野の意思決定過程や、防災・防犯などの新たな取り組みを必要とする分野にお

いて、男女が共に参画することを推進します。 

 

 

目標 12 政策・方針決定過程の場に女性の参画を増やす 

 

  国の第３次男女共同参画基本計画で位置づけられた「社会のあらゆる分野において、

2020 年までに、指導的地位に女性が占める割合が少なくとも 30％程度になるよう期

待する」という目標を踏まえ、どちらかの性別に偏ることなく参画の機会が与えられ、

多様な視点や発想、また幅広い人材が活用される意思決定の場の実現に取り組みます。 

 

 

取り組みの方向性１ 性別に偏らない意思決定の場の実現 

 

１ 市女性職員の管理職への登用 

性別に偏らない意思決定の場の実現のため、市女性職員を管理職へ登用する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

職員課 
登用割合 25.57% 30% 30% 30% 

 

２ まちぢから協議会の意思決定過程への女性の参画 

地区まちぢから協議会において、政策や方針を決定する過程への女性の参画拡大を促進す

る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民自治推進課 構 成員 に占め る 女

性の割合 
25.6% 30% 30% 30% 
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３ 審議会等における女性委員の参加 

市の施策や計画の企画・立案のプロセスにおける市民参加の機会の拡充と参加しやすい環

境整備を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 企画経営課 

男女共同参画課 女性委員の割合 27.6% 40% 40% 40% 

 

４ 人・農地プラン検討会 

国の施策である「人・農地プラン」更新時において開催する市町村による検討会において、

構成員の３割を女性とし、人と農地の問題解決に女性の参画を実現する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

農業水産課 
女性委員の割合 2/7 1/3 以上 1/3 以上 1/3 以上 

 

５ 女性教職員の管理職への登用 

市内小・中学校の管理職に女性を登用することにより学校の政策・方針決定過程の場に女

性の参画を増やす。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

学務課 
登用割合 31.3% 30% 30% 30% 

 

６ 選挙管理委員への女性の登用 

性別に偏らない意思決定の場の実現のため、選挙管理委員へ女性を登用する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 選挙管理委員会

事務局 登用割合 25% 25% 25% 25% 
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７ 農業委員会総会の開催 

農業委員会に女性農業委員が参加することにより、農業分野における女性の積極的な参画

を推進するとともに、性別に偏らない意思決定の場を実現する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 農業委員会 

事務局 
女 性農 業委員 の 割

合 
0% 20％ 20％ 20％ 

 

 

取り組みの方向性２ 女性の参画を進める環境づくり 

 

１ 茅ヶ崎市男女共同参画推進センターの利用の促進 

男女共同参画社会の実現を目指し、市民に学習の機会及び活動の場を提供し、女性の社会

参加の促進及び地位の向上に寄与することを目的として設置された茅ヶ崎市男女共同参画

推進センターを拠点として、男女共同参画の推進を支援する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
利用率 65.9% 65% 65% 65% 

 

２ 投票立会人への女性の登用 

女性の参画を進める環境づくりのため、投票立会人への女性の登用を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 選挙管理委員会

事務局 登用割合 29.8% 20% 20% 20% 
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目標 13 地域における男女共同参画を推進する 

 

  少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少していく中で、活力ある社会を形成するた

めには、固定的性別役割分担意識をなくし、地域における人材育成やネットワークの

構築を図り、男女共同参画社会の実現に取り組みます。 

 

 

取り組みの方向性１ 地域活動における男女共同参画の促進 

 

１ 市民活動の推進 

市民活動の総合拠点として、福祉、子育て、まちづくりなどを市民活動全般に関する情報

の受発信などを行い、市民活動の推進を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民自治推進課 市民活動団体の登

録数 
352 団体 375 団体 380 団体 385 団体 

 

２ 市民が受益者となる公益的活動への補助金の交付 

げんき基金を活用し、市民活動団体が行う公益的な事業を財政的に支援することにより市

民活動の活性化を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民自治推進課 相 談及 び提案 事 業

件数 
21 件 23 件 24 件 25 件 

 

３ 市民活動団体との協働事業の実施 

多様な主体との協働によるまちづくりを推進するため、市民活動団体との協働事業を実施

する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民自治推進課 
実施事業数 7 事業 12 事業 12 事業 12 事業 
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４ 市民活動等災害補償制度事業の実施 

ボランティア・市民活動団体による自治会活動、福祉・奉仕活動等の中で発生した損害賠

償事故及び傷害事故について補償する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

市民自治推進課 
適正処理率 100% 100% 100% 100% 

 

５ 生涯学習情報の提供 

幅広い世代の市民のニーズに対応した最新の学習情報を収集・発信する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

文化生涯学習課 生 涯学 習情報 誌 の

発行回数 
5 回 5 回 5 回 5 回 

 

６ 子育て世代のための生涯学習交流サロンの実施 

サロンをきっかけに、サロンに参加した子育て世代が他の講座や地域活動に参加し、多世

代及び地域との関係構築につながるような場を提供する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

文化生涯学習課 
多世代・地域と交流

す るサ ロンの 実 施

数 

0 回 1 回 1 回 1 回 

 

７ 男女共同参画推進センター登録団体の支援 

男女共同参画社会の実現のため、男女共同参画に取り組む団体に対し、男女共同参画推進

センター使用予約受付期間の始期を他の団体より１か月早め、男女共同参画推進センター

を利用しやすくすることや、事業内容により市の共催や後援を行い、登録団体の活動を支

援する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
登録団体数 5 団体 5 団体 5 団体 5 団体 
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８ 託児サポーター事業の活用 

市主催の会議や講座等に子育て中の親が参加しやすいよう、託児ボランティアスタッフを

派遣する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
事業数 26 事業 35 事業 37 事業 40 事業 

 

９ 市民の森再整備のためのワーキングの実施 

地域活動における男女共同参画を促進するため、市民の森再整備事業に女性の積極的な参

加を促進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

公園緑地課 女 性参 加者数 の 割

合 
53.8% 30% 30% 30% 

 

 

取り組みの方向性２ 産業、防災などの分野における男女共同参画の推進 

 

１ 地区自治会連合会及びまちぢから協議会主催の防災訓練の支援 

地域防災力の向上のため、各地区自治会連合会及びまちぢから協議会主催の防災訓練につ

いての支援を実施する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

防災対策課 防 災訓 練の指 導 回

数 
12 回 13 回 13 回 13 回 

 

２ 防災リーダーの育成 

災害時に男女が共に支え合い助け合える地域づくりをめざし、男女双方の視点を取り入れ

た防災リーダーを養成・育成し地域防災力の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

防災対策課 
防災リーダー養成

研修会受講者の内

女性割合 

31% 40% 40% 40% 
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３ 防災会議の開催 

発災時に地域防災計画に基づく防災対策を図るため、防災会議を開催し、男女双方の視点

を配慮した防災対策の検証を行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

防災対策課 
開催回数 0 回 

2 回 

（防災会議

１回・幹事会

１回） 

2 回 

（防災会議

１回・幹事会

１回） 

2 回 

（防災会議

１回・幹事会

１回） 

 

４ 消防防災フェスティバルの開催 

消防と防災の総合的なフェスティバルを実施し、日頃の消防活動や災害への備え、消防・

防災意識の向上を図る。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 防災対策課 

消防総務課 開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

５ 犯罪ゼロ推進会議の開催 

警察・地域関係団体で構成する犯罪ゼロ推進会議において地域防犯を推進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

安全対策課 
開催回数 

会議 1 回 

キャンペー

ン 2 回 

会議 1 回 

キャンペーン

2 回 

会議 1 回 

キャンペーン

2 回 

会議 1 回 

キャンペーン

2 回 

 

６ 防犯活動団体の支援 

地域における防犯活動の推進及び支援を図るため、防犯ネットワーク会議を開催する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

安全対策課 
開催回数 

会議１回 

公開講座１回 

会議 1 回 

公開講座 1 回 

会議 1 回 

公開講座 1 回 

会議 1 回 

公開講座 1 回 
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７ 農産物品評会・各種共進会の開催 

女性が主体的に農産物品評会や各種共進会に農産物や加工品等を出品することにより、農

業分野における男女共同参画を推進する。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

農業水産課 出 品し た女性 農 業

者の人数 
18 人 20 人 20 人 20 人 

 

８ 女性の参画の少ない分野に関する事業の実施 

女性の参画の少ない分野において活躍の促進を図るための取り組みを行う。 

指標 
現状値 目標値 担当課 

平成 28 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

男女共同参画課 
実施事業数 2 事業 2 事業 2 事業 2 事業 
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Ⅳ 後期事業計画の策定に向けた改善点 
後期事業計画策定に向けて、これまでにいただいたちがさき男女共同参画推進プラン協

議会からのご意見や、前期事業計画での取り組みを踏まえて、以下のとおり見直しを行い

ました。 

担当（事業数） 後期事業計画に向けた改善点 

職員課 

（６事業） 

女性活躍推進法に関する特定事業主行動計画の目標の達成に向け

た取り組みを推進するとともに、全庁的に働きかたの見直しを進め

てワーク・ライフ・バランスの実現を目指します。 

市民自治推進課 

（５事業） 

前期事業計画の事務事業を引き続き実施するとともに、各事務事

業を実施する上では男女が共に参画することができるように配慮し

ます。 

企画経営課 

（２事業） 

附属機関の運営に関する説明会等の機会を捉え、女性委員の選任

について配慮するよう、所管課に引き続き働きかけます。 

秘書広報課 

（２事業） 

引き続き、男女共同参画課と共同し、広報主任者会議での周知・

啓発に努めます。 

契約検査課 

（１事業） 

目標値については、減少傾向にあり数値を現状維持としています

が、１件でも増やせるよう努めます。 

防災対策課 

（４事業） 

災害時においては、男女が共に支え合い、助け合える地域づくり、

防災体制づくりが必要となります。また、女性ならではの気配りや

その特性を生かして、地域防災力の強化を図る必要があります。そ

のため、防災リーダーの養成にあたっては、平常時の対策、災害時

の応急対策活動及び復旧・復興等において女性の特性や能力を生か

せられるよう、女性に積極的に参加の呼びかけを行うこととし、こ

の取り組みを明確にするため事務事業の目的・成果を変更しました。 

安全対策課 

（２事業） 

前期事業に引き続き、各事業を実施するうえで男女がともに参画

するよう働きかけます。 

市民相談課 

（５事業） 

事務事業名「人権相談の実施」については、相談の実績及び開催

数変更に伴い、活動の目標値を変更しました。後期事業計画期間に

つきましても、人権が尊重される社会づくりを目指して、前期事業

計画に引き続き事業を実施します。 

産業振興課 

（２事業） 

後期事業についても、引き続き実施するとともに、各事業の実施

においては男女共同参画の活動に配慮することとします。 

農業水産課 

（２事業） 

今後も、まつりや品評会等のイベント時に、女性団体や女性農業

者の積極的な参加を呼びかけ、女性農業者の生産意欲向上につなが

るような環境作りを推進します。 

 

 



 

60 

 

担当 後期事業計画に向けた改善点 

雇用労働課 

（５事業） 

 就職サポート相談の実施において活動指標の変更はありません

が、平成２９年度より女性のキャリアコンサルタントを１名から２

名に増員して対応しており、後期においても継続した体制がとれる

ように努めます。 

文化生涯学習課 

（２事業） 

 子育て世代のための生涯学習交流サロンでは、サロンの実施内容

を子育て世代だけでなく、多世代も一緒に参加できる内容を増やし

てまいります。（例：デイキャンプ、防災講座など） 

男女共同参画課 

（４０事業） 

 女性活躍推進法の施行に伴い、女性の職業生活における活躍を推

進するため、雇用労働課と連携して市内事業所の自主的な取り組み

を促すための情報提供等を実施してまいります。 

 また、引き続きジェンダー（男女別）統計の必要性を関係課かい

に周知し、ジェンダー（男女別）統計の充実に努めることで、施策・

事務事業の立案及びその評価に活用していきます。 

福祉政策課 

（１事業） 

 福祉相談室については、前期に引き続き、身近な地域の総合相談

窓口として、より一層の周知に努めるとともに、住民から寄せられ

る相談については、内容に応じて専門支援機関へのつなぎを適切に

行うなど、相談者が抱える課題の解決に向けた取り組みを進めます。 

生活支援課 

（３事業） 

 目標値については実態に即した数値としました。後期事業計画に

おいても引き続き目標達成に努めます。 

障害福祉課 

（５事業） 

 前期事業計画に引き続き、今後も事業実施の際には、男女共同参

画の活動に配慮しながら、目標値の達成に向けて取り組んでいきま

す。 

高齢福祉介護課 

（６事業） 

前期事業計画に引き続き、後期事業計画に掲載した事務事業実施

の際には、各事業において男女共同参画に配慮し進めていきます。 

子育て支援課 

（８事業） 

 ファミリー・サポート・センターの利用件数について、保育園の

預かり保育の時間の延長等により、ファミリー・サポート・センタ

ーを利用する機会が減少し、件数が前年度よりも下がったことから、

実績に則した形で目標値を見直しました。 

こども育成相談課 

（４事業） 

 前期事業計画の事務事業を引き続き実施すると共に、基本目標の

達成に向けて取り組みます。目標値は過去の実績をもとに見直しを

行いました。 

保育課 

（９事業） 

 認可保育園・児童クラブ等の整備を行い、待機児童の解消及び多

様な保育ニーズに対応することにより、子育てをする人が働きやす

い環境づくりに引き続き努めます。 
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担当 後期事業計画に向けた改善点 

都市政策課 

（２事業） 

 引き続き、安心して住み続けられるように、高齢者や障害者など

が気軽に相談できる「住まいの相談窓口」を継続すると同時に住ま

いに関する市の制度や支援をまとめた「住まい制度」ガイドブック

を発行を行います。 

道路管理課 

（１事業） 

 事務事業名「歩道段差改良工事の実施」につきましては、活動指

標「改良箇所数」の目標値を関連する計画である「第３期茅ヶ崎市

地域福祉計画」の指標と合わせて、男女共同参画の活動に配慮して

いきます。 

公園緑地課 

（１事業） 

 今後の事業実施においても男女共同参画を配慮しつつ、現在の取

組みを継続的に実施していきます。 

地域保健課 

（２事業） 

 特定不妊治療費助成事業については、県助成の制度改正に伴い、

前期事業計画策定時には経過措置期間だったこともあり助成件数及

び助成額が急増したものの、平成年２８年度の経過措置終了及び新

制度施行により助成件数は経過措置期間前の水準に戻ったと見込ま

れることから、上乗せ助成という性質上市の助成件数及び助成額に

も減少が見込まれるため、平成２８年度の実績値を踏まえて今後の

見込件数を前期事業計画より少なく見込みました。 

 また、不育症治療費助成事業については、平成 28 年度実績が 0 件

だったことから、制度内容や周知方法などの見直しを行うとともに、

過去の実績値を踏まえて見込み件数を修正しました。 

保健予防課 

（２事業） 

 平成２９年度保健所政令市となり、保健所の運営が市に移管され

たため、新規で追加しています。 

健康増進課 

（１１事業） 

 乳がん及び子宮がん検診につきましては、対象者数を国の地域保

健報告に合わせ、対象年齢の国民健康保険被保険者等の割合数から

住民全体数に変更したため、目標値を修正しています。 

栄養改善事業については、土曜開催に加え平日夜にも開催し、働

く世代の参加促進を図ります。健康増進事業においても土曜開催な

どを継続します。 

働いている妊婦も参加しやすいように、月３回を１コースとして

実施していた母親教室の運営方法を月１回コースに変更し、働くマ

マの母親教室を廃止しました。 

医事課 

（１事業） 

 院内各部署、神奈川県、神奈川県警察、弁護士と共同し、対応マ

ニュアルの改善を行いました。後期事業計画でも継続して性犯罪被

害者の支援に努めます。 

消防総務課 

（１事業） 

 前期事業計画の事務事業を引き続き実施するとともに、事業実施

にあたって年齢、性別を問わず防火意識、防災意識の向上を図るた

めの環境づくりに取り組んでいきます。 
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担当 後期事業計画に向けた改善点 

選挙管理委員会 

事務局（２事業） 

 選挙管理員及び補充員、投票立会人において、積極的に女性を登

用し、継続して取り組んでいきます。 

農業委員会事務局 

（１事業） 

 農業委員会において女性農業者の積極的な参画を推進するため、

農業委員の募集にあたっては、女性農業者に応募を促すよう働きか

けを行います。 

学務課 

（３事業） 

 就学援助の実施については、経済的理由で就学困難な義務教育（小

学校・中学校）の児童生徒の保護者への就学支援であり、現在も年

３回滞りなく支給しており、今後も継続して取り組んでいきます。 

学校教育指導課 

（３事業） 

 特色ある学校づくりに向けた地域の指導協力者による学校支援で

は、男女共同参画の活動に配慮しながら、地域の指導協力者を派遣

し、学校内外の活動において、児童・生徒の学びの質を高めるとと

もに豊かな人間性の育成を図ります。 

 人権教育講座では、参加者が様々な人権課題についての認識を深

め、各学校で人権教育を推進できるよう、参加体験型学習を取り入

れる等、講座の内容や構成を工夫して実施します。 

 スクールソーシャルワーカー巡回相談では、関係機関とのネット

ワークを構築しながら、課題を抱える児童・生徒を多角的に支援で

きるよう、各学校に対して巡回相談の効果的な活用に向けた積極的

な働きかけを実施します。 

社会教育課 

（１事業） 

 前期事業計画の事務事業を引き続き実施するとともに、事業を実

施する上では男女が共に参画することができるように配慮します。 

小和田公民館 

（３事業） 

 後期事業計画におきましても、次世代育成を主眼とした親の役割

や子育てに必要なことを学ぶ講座を開催するなどの事業を開催して

いきます。 

鶴嶺公民館 

（３事業） 

 幼児を持つ母親の参加を増やすため、保育あり講座の充実を図り

ます。また、親子で体験できる講座の充実を図り、男女共同参画を

意識した事業を展開していきます。 

松林公民館 

（３事業） 

 引き続き男女共同参画の視点に配慮して事業を実施してまいりま

す。 

南湖公民館 

（３事業） 

 後期事業計画おいても、男女共同参画の活動に引き続き配慮し取

り組んでまいります。 

香川公民館 

（３事業） 

 今後も引き続き、男女共同参画に配慮した講座や保育付きの講座

を継続して実施してまいります。 

青少年課 

（２事業） 

 「インターネットにおける青少年有害情報の監視事業」について

は、twitter や Facebook、Instagram などの SNS がより多くの若年層

に普及していることを踏まえ、検索数を増やしたり、検索する情報

を掘り下げたりするため、目標値を高めることとしました。 
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担当 後期事業計画に向けた改善点 

図書館 

（２事業） 

 前期に引き続き、親子の絆や子育て期間中の交流を深めるために、ブ

ックスタート事業、おはなし会を中心に取り組みます。後期については、

前期の状況を踏まえ、より参加しやすいように工夫をします。 

 事業の実施については、固定的性別役割分担意識がなくなる事業とな

るよう、男女共同参画の活動に配慮し実施します。 

教育センター 

（３事業） 

 引き続き後期事業実施においても、男女共同参画の活動を意識した取

り組みを継続していきます。 
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第２次ちがさき男女共同参画推進プラン 後期事業計画 用語解説 

 

用語 解説 

ジェンダー 「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれつい

ての生物学的性別（セックス/sex）がある。一方、社会的通念や慣

習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」「女性像」があ

り、このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成された性

別」（ジェンダー/gender）という。 

ジェンダー統計 男女の意識による偏り、格差や差別の現状及びその要因、現状が生

み出す影響を客観的に把握するための統計である。ジェンダー統計

の整備のため、統計調査などについて、可能な限り性別データを把

握し、公表する必要がある。 

性 的 マ イ ノ リ テ

ィ 

生物学的な性（からだの性）と性の自己意識（こころの性）が一致

しない人、性的指向（人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのか

を示す概念）が、同性や両性（男女両方）に向いている人などを指

す。 

セクシュアル・ハ

ラスメント 

職場や学校、地域活動などで相手の意思に反して不快や不安な状態

に追い込む性的な嫌がらせを指す。男女雇用機会均等法においては、

「職場において、労働者の意に反する性的な言動が行われ、それを

拒否したことで解雇、降格、減給などの不利益を受けること（対価

型セクシュアル・ハラスメント）」や「性的な言動が行われることで

職場の環境が不快なものとなったため、労働者の能力の発揮に大き

な悪影響が生じること（環境型セクシュアル・ハラスメント）」を指

し、事業主に対し、セクシュアル・ハラスメントを防止するための

配慮義務が課せられている。 

男 女 共 同 参 画 社

会 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が

均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することがで

き、かつ、共に責任を担うべき社会をいう。 

ド メ ス テ ィ ッ

ク・バイオレンス

（ＤＶ） 

「domestic violence（ドメスティック・バイオレンス）」。配偶者や

恋人、婚約者、同棲相手、元配偶者など親密な関係にある者から受

ける暴力や暴言をいう。 
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ハラスメント 職場や学校、地域活動などで相手の意思に反して不快や不安な状態

に追い込む嫌がらせを指す。 

メディア・リテラ

シー 

メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、

活用する能力、メディアを通じコミュニケーションする能力の３つ

を構成要素とする複合的な能力。 

リ プ ロ ダ ク テ ィ

ブ・ヘルス／ライ

ツ 

「性と生殖に関する健康と権利」と訳される。平成６（1994）年に

開催された国際人口・開発会議において提唱された概念。身体的、

精神的、社会的に健康な状態にあること、そのための権利として、

個人、特に女性の健康の自己決定権を保障する考え方で、具体的に

は、いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足の

いく性生活、安全な妊娠・出産、子どもが健康に産まれ育つことな

どに対する権利の保障が含まれる。 

ワーク・ライフ・

バランス 

働き方を見直し、仕事・家庭・地域などにおいて、バランスのとれ

た生活が実現できる状態をいう。 
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「第２次ちがさき男女共同参画推進プラン後期事業計画 

（素案）」についてのパブリックコメント実施結果 
 

－ご協力ありがとうございました。－ 
 

１  募集期間   平成２９年１１月２４日（金）～  平成２９年１２月２６日（火） 
 

２  意見の件数     ２４件 
 

３  意見提出者数    ５人 
 

４  意見提出者年齢 

年代 １０代以下 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 不明 

人数 ０人 ０人 ０人 １人 ０人 ０人 ４人 ０人 

 

５ 内容別の意見件数 

 項 目 件 数 

１ プラン後期事業計画全般に関する意見 １０件 

２ 「Ⅰ 後期事業計画の基本方針」に関する意見    ２件 

３ 「Ⅱ 後期事業計画の策定に向けて」に関する意見  １件 

４ 
「Ⅲ 後期の取組内容 基本目標１ 男女共同参画の意識啓発

の推進」に関する意見    
４件 

５ 
「Ⅲ 後期の取組内容 基本目標２ 仕事と生活の両立ができ

る環境整備の促進」に関する意見              
１件 

６ 
「Ⅲ 後期の取組内容 基本目標３ 配偶者等に対する暴力の

根絶【茅ヶ崎市ＤＶ対策基本計画】」に関する意見  
 ０件 

７ 
「Ⅲ 後期の取組内容 基本目標４ 生涯を通じた健康づくり

と福祉の充実」に関する意見 
 ２件 

８ 
「Ⅲ 後期の取組内容 基本目標５ 男女が共に参画するまち

づくりの推進」に関する意見 
 ０件

 

９ 「Ⅳ 後期事業計画の策定に向けた改善点」に関する意見 ０件 

１０ パブリックコメントに関する意見    ４件 

      合 計
 

２４件 

 

      ＝ 一部修正を加えた項目 
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「第２次ちがさき男女共同参画推進プラン後期事業計画（素案）」

についてのパブリックコメント実施結果（新旧対照表） 
 

◆修正部分の対照表 

修正後 修正前 

１８ページ 

県内の人権団体等が開催する研修会等に

職員を派遣して、様々な分野における個別

的人権課題とともに、オリンピック憲章に

性的指向による差別の禁止が盛り込まれ

たことを受け、東京２０２０オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会を契機とし

て、性的マイノリティについて学ぶ機会を

設け、多様性や人権への意識の向上を図

る。 

１８ページ 

県内の人権団体等が開催する研修会等に

積極的に参加し、職員の人権                    

                    

                    

                    

                      

                    

           意識の向上を図

る。 

 

 

修正後 

６４ページ 

追加 

性的マイノリテ

ィ 

生物学的な性（からだの性）と性の自己意識（こころの性）が一

致しない人、性的指向（人の恋愛・性愛がどういう対象に向かう

のかを示す概念）が、同性や両性（男女両方）に向いている人な

どを指す。 
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記載なし 
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